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第１章 バリアフリーマスタープランの概要 
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１．策定の背景 

本格的な高齢社会を迎え、今後更なる高齢化が進展すると見込まれており、高齢者の自立

と社会参加による、健全で活力ある社会の実現が求められています。 

また、国では2011年（平成２３年）の障害者基本法の改正、2016年（平成２８年）の

障害者差別解消法の制定など、自立と共生の理念の下、障害の有無にかかわらず国民誰もが

相互に人格と個性を尊重し支え合う「共生社会」の実現に向けた取り組みを推進しています。 

このような社会の実現のためには、誰もが自立した日常生活及び社会生活を営むことがで

きる環境整備を一刻も早く推進していくことが重要です。移動及び施設の利用は、社会参加

をするための重要な手段であることから、バリアフリー化を促進することは「共生社会」の

実現に大きな意義をもつものです。 

三沢市においても、2020年（令和2年）の東京オリンピック・パラリンピック大会を一

つの契機として、三沢市における活動推進指針を策定（2015年度（平成 27年度））すると

ともに、2017 年（平成 29 年）には青森県内では初めてとなる「共生社会ホストタウン」

の認定を受けました。 

これらを踏まえて、市内におけるバリアフリー・ユニバーサルデザイン化を推進すること

により「ユニバーサルタウン三沢」の実現を目指しているところです。 

そうした中で、三沢市の公共施設等においては個別にバリアフリー化を進めている一方、

施設間で連携した取り組みの推進や施設間での連続性（動線など）の考慮などが不足してい

る部分があり、バリアフリー・ユニバーサルデザイン化における市全体の「一体性」に大き

な課題を抱えている状況にあると考えられます。 

国では、バリアフリーに関する法制度として、1994年（平成6年）に「ハートビル法」、

2000年（平成12年）に「交通バリアフリー法」を制定しており、その後、2005年（平

成17年）にバリアフリー施策の指針となる「ユニバーサルデザイン政策大綱」が策定され、

この考えを踏まえて、旅客施設や車両、道路、建築物等において総合的・一体的なバリアフ

リーを推進するため、2006年（平成18年）にハートビル法と交通バリアフリー法を統合・

拡充した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下、バリアフリー法

という）」が施行されました。 

2018 年（平成 30 年）(一部改正、2019 年（平成 31 年）施行)にバリアフリー法が改

正され、市町村が移動等円滑化促進方針（バリアフリーマスタープラン）の作成に取り組む

ことが明記されました。 

 

２．策定の目的 

以上の背景を踏まえて、市内における一体的なバリアフリー・ユニバーサルデザイン化の

推進を図ることを目的として、バリアフリー・ユニバーサルデザイン化に関する市の方針、

及び拠点間移動の円滑化を促進する地区（移動等円滑化促進地区）などを示す「三沢市バリ

アフリーマスタープラン（以下、マスタープランという）」を策定します。 

  



3 

３．対象区域 

マスタープランの対象区域は、三沢市全域を対象

とします。 

なお、策定の目的に示した移動等円滑化促進地区

については、主要な施設間における移動等の円滑化

の促進を図ることを目的とするため、施設等の立地

及び集積状況などを勘案して設定することとしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 対象区域 

 

４．バリアフリーマスタープランの期間 

マスタープランの期間は、2020 年度（令和 2 年度）から、2024 年度（令和 6 年度）

までの5年間とします。 

なお、促進方針に基づく取り組み等の進捗状況や社会情勢の変化等に合わせて、必要に応

じて見直しを行うものとします。 

 

５．バリアフリーマスタープランの位置づけ 

三沢市の「第２次三沢市総合振興計画（以下、振興計画という）」を上位計画として、振興

計画に示す考えや取り組み等と整合を図るとともに、三沢市及び青森県における各種条例・

関連計画と連携を図りながらマスタープランを推進することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 バリアフリーマスタープランの位置づけ  

バリアフリー法
三沢市

バリアフリーマスタープラン

（移動等円滑化促進方針）

〔上位計画〕

第２次三沢市総合振興計画

整合

・三沢市都市計画

マスタープラン

・三沢市地域公共交通網

形成計画

・青森県

福祉のまちづくり条例

・共生社会ホストタウン

活動計画

・障がい者福祉計画

連携
・三沢市障がいのある人も

ない人も幸せに暮らせる

共生のまちづくり条例
連携
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６．第２次三沢市総合振興計画（上位計画）の概要 

マスタープランの上位計画として位置づける第2次三沢市総合振興計画（2018年（平成

30年）3月～2028年（令和10年）、以下、振興計画という）は、本市における最上位の

行政計画であり、三沢市がめざす将来像を掲げるとともに、この実現に向けた総合的かつ計

画的なまちづくりを推進するための指針となるものです。 

振興計画では、基本理念（三沢市がめざす将来像）として『未来へつなぐ 心安らぐ 国

際文化都市』を掲げています。 

この実現に向けて、「安心な暮らし」「快適な暮らし」「豊かな暮らし」の３つの大綱を掲げ

ており、誰もが安全・安心に暮らし続けることができるまちづくりを進めることとしていま

す。 

また、国際文化都市の実現に向けて、国際色豊かな三沢市の特色などを活かしながら、市

内及び市外における活発な交流を促進することとしています。 

 

 
振興計画に示す基本理念の実現に向けて、移動に制約がある方をはじめとして、誰もが円

滑に移動することができる生活環境を確保することで、安全・安心・快適な暮らしを構築す

ることが求められます。 

また、公共交通との一体的な取組により、多くの都市機能が立地する市街地と交通拠点の

円滑に移動することができる環境を確保することが求められます。 

これらの求められる役割等を踏まえて促進方針を検討することが必要となります。 
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第２章 バリアフリー化に関する基本的な方針 
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１．バリアフリーに関する現状と課題 

（１）三沢市全体に係る総合的な課題 

１）市内外の誰もが快適に“交流できる”まちづくりが必要 

本市では「未来へつなぐ心安らぐ国際文化都市」をまちづくりのスローガンとして掲げ、

共生社会ホストタウンなどをはじめとして様々な取り組みを推進しています。 

国際文化都市として、継続的に心豊かで国際性の富んだまちづくりを進める上で、交流

の基盤となる都市環境や移動環境の確保などは必要不可欠となります。 

特に三沢市の「玄関口」となり、三沢市地域公共交通網形成計画においても交通拠点と

して位置づけられるなど交流の起点となる三沢駅や三沢空港においては、道路環境などの

周辺環境も含めた一体的なバリアフリー化を図ることが必要です 

また、市民をはじめとして市内外の様々な人びとの目的地が集まる三沢市街地において

は、主要施設における安全・安心な利用環境を確保するとともに、拠点間の円滑な移動環

境（歩道・サインなど）の構築を進め、快適な交流を支えるまちづくりが必要です。 

 

２）市民の生活実態・地域の特性に応じた暮らしやすいまちづくりが必要 

高齢化の進展を背景にして、今後移動等に制約がある高齢者が増加することが見込まれ

る中で、上位・関連計画等に示す安全・安心に暮らし続けられる三沢市を目指す上では、

高齢者の生活実態等に応じて適切にバリアフリー化を図ることが必要です。 

さらには共生社会の実現を目指す上では、高齢者のほか障がい者や妊産婦・子育て世代

など、移動等に対して様々な制約がある人々の生活環境も考慮することが必要です。 

なお、効率的・効果的に安全・安心な生活環境を確保する上では、市民の移動実態や施

設等の利用実態を的確に把握しつつ、実態等を踏まえたなかで計画的・段階的に取り組み

を推進することが必要です。 

 

（２）バリアフリーに係る個別事業等の課題 

１）公共交通について 

①鉄道駅について 

三沢市の鉄道駅である青い森鉄道三沢駅について、駅舎に隣接して開業した三沢駅前

交流プラザ「みーくる」が2020年（令和 2年）4月に開業していますが、新たに整備

されていることもあり、バリアフリーを考慮して機能等の整備が行われているなど、誰

にも利用しやすい環境が整っているといえます。 

一方、駅舎については開業以降、大規模な改修などは行われておらず、駅構内のバリ

アフリー環境が充分ではない箇所も散見される状況にあり、市の主要な交通拠点の一つ

としてより適切な環境への改善が必要であると考えられます。 

また、電車車両においてはドア付近に段差があるほか、ホームドアが未整備であるな

ど、車両・ホームなどの利用環境においても改善が必要であると考えられます。 
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写真 青い森鉄道の車両の段差 

 

 

写真 三沢駅のホーム 

 

②空港について 

三沢空港ターミナルについて、トイレ等の改修などの個別機能の更新等は行っている

ものの、1985 年（昭和 60 年）開業以降、大規模な施設改修等を行っていないことも

あり、発着ロビーとエレベーター間において十分な動線が確保されていないことやチケ

ットカウンターから発着ロビーまで動線上にエスカレーターが未設置であることなど、

利用者の動線を踏まえると、利用しにくい環境になっているものと考えられます。 

特に高齢者や障がい者等の移動に制約を持つ利用者等においては、大きな不便を感じ

ているものと考えられるため、利用者の動線を考慮した機能等の更新が必要です。 

なお、上記のような施設の構造上の問題点に対して、空港のスタッフにより移動の補

助・支援等を実施しており、こうしたソフト的な取り組みについては引き続き取り組む

とともに、他の施設（市内の主要な拠点）への水平展開を図るため、具体的な取り組み

内容等について市全体へ周知を図ることが必要です。 

また、空港利用者が駐車する駐車場について、ターミナルの前に配置される第 1 駐車

場には各所に段差がみられるなど、車いす利用者などが移動しにくい環境になっている

ほか、第 2駐車場と空港ターミナルが離れて立地しており、動線の分かりづらさや狭あ

いなアクセス路（歩道）、案内などのサインの不十分な点など、問題点が散見されている

状況にあります。 

ターミナルの施設内だけではなく、駐車場からターミナルまでの動線も考慮して利用

環境を改善することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 三沢空港ターミナルのフロア    写真 第 2 駐車場へのアクセス路  
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③路線バス・コミュニティバスについて 

三沢駅や三沢市街地などのバス停では、待ち合い環境（上屋・ベンチなど）の整備を

行っているなど、主要なバス停においては、悪天候時においても安心・安全に待ち合う

ことができる利用環境を確保されています。 

一方、上記のエリア以外のバス停では屋根やベンチ等が設置されていない場所も多く

あり、市民アンケート調査からも公共交通を利用する際に困ったこととして、「バス停に

屋根がない」の回答が最も多くなっています。 

市内のバス停は設置箇所数が多く、全てのバス停に上屋・ベンチ等を設置することは

困難ですが、特に利用が多くみられるバス停において、待ち合い環境が十分ではないと

ころについては優先的に整備を進めることが必要です。 

また、バス停までの誘導ブロックが不十分な箇所や車道と歩道の高さが不十分な（歩

道部で 15 ㎝の高さが確保されていない）箇所もみられることから、特に利用が多いバ

ス停や一体的な円滑化を図る範囲においては適切な整備が必要です。 

車両環境においては、ノンステップバスの導入状況が約 3％と低く、多くはワンステ

ップバスや複数の段差がある車両であるなど、乗降に不便を感じる可能性もあります。 

市民アンケート調査からも「車両の段差が高い」ことに困っている回答も一定数みら

れることから、誰もが利用しやすい環境の確保に向けて、ノンステップバス車両など利

用しやすい車両の導入を検討することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共交通を利用する際に困ったこと（市民アンケート調査） 
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④その他（一般タクシー）について 

市内のタクシー事業者においてバリア

フリーに対応した車両（UDタクシー※な

ど）の導入率は高くない状況にあります。 

高齢者や障がい者等においては、ドア

toドアでの移動が可能なタクシーを利用

する機会が一定程度あるものと考えられ

るため、車両更新等のタイミングにおい

てバリアフリー対応車両等の導入を推進

することが必要です。 

写真 三沢市内の UDタクシー 

※UD タクシー：ユニバーサルデザインタクシーの略称 

 

２）道路環境 

三沢市役所周辺の歩道については一体的な整備を実施済みであることから、歩道部は一

定の幅員を確保しているほか、凹凸も少なく、誘導ブロックも適切に整備されているなど、

歩きやすい歩道環境が確保されている状況がみられます。 

一方で、市役所周辺を除く三沢市街地及び交通拠点周辺においては、歩道上の横断・縦

断勾配が急な箇所や歩道上の障害物（ポール・消火栓など）、舗装の損傷が激しい箇所、誘

導ブロックが未整備な箇所などが散見されます。 

高齢者や障がい者などにおいては介助なしでは歩行が困難な区間が多くあり、また、ベ

ビーカーなどの利用も困難な箇所が多くあるため、安全な歩行環境の確保が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 歩道上の障害物          写真 歩道の損傷状況 
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３）建築物 

比較的新しく整備された公共施設においては、障がい者用の駐車スペースの確保やスム

ーズにアクセス可能な出入り口などが確保されている一方、多くの公共施設においては駐

車場から施設への動線上の問題点（凹凸や段差など）や出入り口などの問題点を抱えるケ

ースが散見されます。 

不特定多数の人びとに特に多く利用される施設や高齢者・障がい者などが頻繁に利用す

る施設などにおいては施設に関するバリアフリー上の問題点の解消が必要です。 

また、公共施設に係わらず、多くの利用がみられる公益施設・商業施設・医療施設など

においても、運営する事業者との協議・調整を図りながら、適切な環境確保が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 市立図書館のスロープ上の段差      写真 市立図書館の引き戸 

 

４）交通安全施設 

歩行者用の信号機について、音響付きの信号機を整備する箇所は市街地内でも三沢市役

所前の数箇所に留まっており、障がい者（特に盲ろうの方など）には安全な移動環境を提

供しているとはいえないものと考えられます。 

特に移動が多くみられる経路上の信号機については、現示時間の調整なども含めて、音

響付きなどの環境改善が必要です。 

 

５）その他機能等 

公園について、市街地内の公園においては入口部などでバリアフリー対応がとられてい

る一方、公園内の園路が確保されていない状況もみられることからも、利用しやすい公園

とするため園路などの設置なども含めて検討を進めることが必要です。 

路外駐車場について、市街地に立地する比較的新しい市営駐車場については、障がい者

用駐車スペースなども確保されており、一定程度のバリアフリー化は進められているもの

の、周辺施設へアクセスするための街路などが不十分であり、駐車場から施設までの動線

を考慮した連続性の確保が必要です。 

案内板などのサインについて、文字・イラストなどが小さく見えづらいものや多言語化

が不十分なものなどが散見されるため、わかりやすいサインへの見直しが必要です。 
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（３）心のバリアフリーに係る現状等 

交流の円滑化や安全・安心な生活環境の確保などに向けては、都市環境や移動環境など

の「ハード面」の改善が求められる一方、人と人がともに支え合い・助け合う意識の醸成

などの「ソフト面」の取り組みが必要不可欠です。 

三沢市ではこれまで市民を対象としたマナー教室の実施や福祉に関連した講演・セミナ

ーの開催、市職員・団体職員・事業者等を対象とした研修・セミナー等を開催するなど、「心

のバリアフリー」の実現に向けたさまざまな取り組みを行ってきています。 

今後も引き続き同様の取り組みを推進することで、市民意識の醸成を図るとともに、移

動等に制約の有無に関らず、互いに支え合って暮らすことができる環境構築を推進するこ

とが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ユニバーサルマナー教室の実施状況  写真 車いすチームの小学校訪問の状況 
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２．バリアフリー化に向けた基本方針 

基本方針については、バリアフリー化の促進に向けたまちづくり全体に対する考え（全体

方針）として示すほか、具体的な取組の実施に対する考えとして実施方針（個別方針）を示

します。 

（１）バリアフリー化に向けた基本方針（全体方針） 

上位計画におけるまちづくり等の考え、及びバリアフリー化に向けて求められる役割に基

づくとともに、課題等を踏まえて、バリアフリー化に向けた基本方針（全体方針）を定めま

す。 

 

 

図 バリアフリー化に向けた基本方針（全体方針） 

  

上位計画（三沢市総合振興計画）における考え

【基本理念】未来へつなぐ 心安らぐ 国際文化都市

〇大綱として「安心な暮らし」「快適な暮らし」「豊かな暮らし」の3つを掲げ、誰

もが安全・安心に暮らし続けることができるまちづくりを進めることとしています。

〇また、国際文化都市として、三沢市の特色を活かしながら市内及び市外における活

発な交流を促進することとしています。

バリアフリー化に向けて求められる役割

〇移動に制約がある方をはじめとして、誰もが円滑に移動することができる生活環境

を確保することで、安全・安心・快適な暮らしを構築することが求められます。

〇公共交通との一体的な取組により、多くの都市機能が立地する市街地と交通拠点の

円滑に移動することができる環境を確保することが求められます。

バリアフリーに係る課題

〇市内外の誰もが快適に“交流で

きる”まちづくりが必要

〇市民の生活実態・地域の特性に

応じた暮らしやすいまちづくり

が必要

バリアフリー化に向けた基本方針（全体方針）

「誰もが」安全・安心で暮らしやすいまちづくりの推進

〇高齢者、障がい者、妊産婦・子育て世代、他国籍の方などの移動等に不便を感じ

る人々が暮らしやすいまちづくりは、現状では移動等に不便を感じる機会が少な

い人々にとっても暮らしやすいまちの実現に繋がるものと考えられます。

〇このため、共生社会の実現に向けて、移動等に不便を感じる人々が暮らしやすい

生活環境を確保することで、「誰もが」安全・安心で暮らしやすいまちづくりを

推進します。

〇また、三沢市のまちづくりのスローガンとして掲げる「国際文化都市」の実現に

向けて、人びとの交流の起点・中心となる交通拠点や中心市街地において、都市

機能（施設等）や道路機能、公共交通ネットワークなどの一体的なバリアフリー

化を進め、円滑な交流がうまれるまちづくりを推進します。
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（２）バリアフリー化に向けた実施方針 

前項に示したバリアフリー化に向けた基本方針（全体方針）を踏まえて、具体的な取組の

方向性等を示す実施方針（個別方針）を示します。 

 

 
図 バリアフリー化に向けた実施方針（個別方針） 

 

  

バリアフリー化に向けた基本方針（全体方針）

「誰もが」安全・安心で暮らしやすいまちづくりの推進

バリアフリー化に向けた実施方針（個別方針）

市民意向
〇ハード整備とともにソフト的な

取組（心のバリアフリー）を進

めることが重要。

個別課題
〇旅客施設や公共施設等における

環境整備、歩道空間の確保など

が必要。

個別方針１：心のバリアフリーに向けた啓蒙活動等の推進

個別方針２：事業ごとの整備の方向性の設定による一体的な取組の推進

個別方針３：計画的・段階的な事業の実施

個別方針４：継続的な取組の推進に向けた運営体制の確立

〇都市環境や移動環境などのハード面の整備では対応しきれないバリアにおいては、

人と人との支え合い・助けあいなどのソフト面での対応に繋げられるように、人

びとの「心のバリアフリー」を推進。

〇市民や市職員、団体・事業者等を対象として、福祉やバリアフリーなどに関する

講演・セミナーなどの啓蒙活動・イベント等を引き続き推進。

〇特に今後の三沢市を支える子どもたち（小学生・中学生など）を対象とした取り

組みの推進など、将来を見据えた取り組みについても引き続き推進。

〇移動等の円滑化に関連すると考えられる「公共交通」「道路」「建築物」「駐車

場」「交通安全施設」に分類し、一体的な整備を推進※青森県が示す「青森県福

祉のまちづくり条例 整備マニュアル」に示される内容等を踏襲

〇限られたリソース（行財政状況・人員状況など）の中で、施設等の更新に合わせ

てバリアフリー化を推進。

〇早期の実現を目指し効率的・効果的に事業を推進するため、市民の生活実態・地

域の特性等に応じて優先度を設定し、計画的・段階的にマスタープランによる事

業を推進。（移動等円滑化促進地区の設定）

〇計画の策定から事業の推進までを滞りなく進めるとともに、事業内容や進捗状況

等について適切に評価・管理し、必要に応じて見直しなどを図るなど、継続的な

取り組みとして推進するために、市民・関係団体・交通事業者・行政により組織

する「三沢市移動等円滑化促進協議会」により継続的に計画を運営・運用。
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（３）心のバリアフリーに係る取り組みの方向性 

前項のバリアフリー化に向けた実施方針（個別方針）のうち、個別方針１に示したとおり、

誰もが暮らしやすいまちをつくるためには、都市環境や移動環境などのハード面の整備だけ

ではなく、人と人がお互いに支え合い・助け合う「心のバリアフリー」にあふれたまちづく

りを進めます。 

三沢市ではこれまでも福祉やバリアフリーなどに関する講演・セミナーなどの啓蒙活動や、

オリンピック・パラリンピックの開催を契機としたバラアスリートとの交流イベントなど、

さまざまな活動を実施しています。 

今後も引き続き啓蒙活動・イベント等を開催して、人と人との心のバリアフリー化を推進

するとともに、今後の三沢市を支える子どもたち（小学生・中学生）を対象とした取り組み

なども推進することにより、誰もが「心のバリアフリー」の意識をもち、相互に支え合うこ

とができるまちづくりを推進します。 

 

（４）事業ごとの整備の方向性 

前項のバリアフリー化に向けた実施方針（個別方針）のうち、個別方針 2に示したとおり、

事業ごとの整備の方向性を示します。 

各施設の新規及び改修の整備にあたっては移動等円滑化基準及び青森県福祉のまちづくり

条例等に基づくものとし、高齢者・障がい者等が利用しやすい利用環境の構築を推進します。 

 

１）公共交通 

①旅客施設について 

三沢駅・三沢空港においては、施設管理者で連携を図り、高齢者・障がい者等が利用

しやすい歩行経路の確保に努めるとともに、適切な案内表示や乗り換え情報の提供など、

わかりやすい情報提供に努めます。 

 

②車両等について 

鉄道について、車両やホームなどの利用環境においては、車両更新やホーム改修のタ

イミングなどにおいて、利用しやすい環境へ改善を進めます。 

路線バス・コミュニティバス・タクシーにおいては、低床車両や UD（ユニバーサル

デザイン）車両などの導入を推進します。 

バス停について、特に利用が多いバス停は上屋やベンチ等、利用しやすい待ち合い環

境の構築を推進します。 

なお、車両の導入は一定の時間を要するため、事業者による社員教育などを推進し、

声掛けなどの心のバリアフリーの推進も進めます。 
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２）道路環境 

市民が頻繁に利用する歩道においては、車いす利用者等が移動しやすいように、充分

な歩道幅員を確保するように努めるとともに、歩道の段差解消や移動しやすいこう配へ

の改善に努めます。 

歩道上の誘導用ブロックについて、未整備な区間や剥がれなどがみられる区間におい

ては連続性の確保に努めます。 

歩道上の看板や自転車など、歩行の妨げとなる障害物などについて、歩行環境の改善

に努めます。 

横断歩道上においては、段差の解消を図るとともに、溝幅の狭いグレーチング（格子

状の側溝のふた）の整備の推進に努めます。 

歩道がない道路においては、安全に移動することができるように適切な路面標示を行

うなど維持管理に努めます。 

 

３）建築物 

市民が頻繁に利用する施設等においては、出入り口付近の段差の解消を図るとともに、

移動しやすいこう配への改善に努めます。また、車いす利用者等が移動しやすい建具へ

の改善に努めます。 

施設等から駐車場の経路については、移動の動線を考慮して移動しやすい環境への改

善に努めます。また、障がい者の優先駐車場が整備されていない施設等においては、優

先駐車場の整備に努めます。 

既存の建築物のうち、バリアフリー化が十分ではない箇所においては、管理者等との

協議の上で、必要に応じ、かつ可能な範囲でのバリアフリー化に努めます。 

 

４）交通安全施設 

移動等円滑化促進地区において生活関連経路として設定する経路上の信号機について

は、音響付きのものとするなど、道路管理者と協議の上、可能な範囲でのバリアフリー

化に努めます。 

 

５）その他機能等 

①公園について 

公園では、車いす利用者等が入りやすい出入り口の確保や、移動しやすい園路の幅員

の確保などに努めます。また、歩行経路上の段差解消を図るとともに、移動しやすいこ

う配への改善に努めます。 

水飲み場及びトイレなどについて、設備の利用状況などを勘案しながら、可能な範囲

でバリアフリー化に努めます。 
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②路外駐車場について 

路外駐車場のうち、障がい者等の優先駐車場が整備されていない場合、優先駐車場の

整備の推進に努めます。 

車いす利用者等も移動しやすい出入り口や十分な歩行経路の幅員の確保などに努める

とともに、歩行経路上の段差の解消及び移動しやすいこう配への改善に努めます。 

 

③サインについて 

サインについて、わかりやすさを考慮した文字・イラスト等（ピクトグラムなど）の

配置や多言語表示などに努めます。 

移動等円滑化促進地区においては、施設や経路などのバリアフリー対応状況等を示し

たバリアフリーマップを作成し、利用者及び市民に対するバリアフリー化の状況等の周

知・広報を図ります。 
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第３章 移動等円滑化促進地区の設定 
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１．移動等円滑化促進地区の設定に係る基本的な考え 

（１）移動等円滑化促進地区の概要 

バリアフリー法では、旅客施設や高齢者や障がい者等の目的地となる施設等が集積する地

区などを移動等円滑化促進地区として設定し、当該地区において具体的な取組等を実施する

こととされています。 

移動等円滑化促進地区についてはバリアフリー法において要件が定められており、当要件

を踏まえて、「生活関連施設」「生活関連経路」「移動等円滑化促進地区の具体的な範囲」を設

定する必要があります。 

 

Ǆ Ҳ Л ӓ͝ ᷂Ӣǵ ὑ ̏ǅ 

①生活関連施設があり、かつ、それらの間の移動が通常徒歩で行われる地区 

〇基本方針では、原則として生活関連施設のうち旅客施設または特別特定建築物（官公庁

施設、福祉施設等）に該当するものが概ね３以上あることとしている。 

〇また、それらの間の移動が通常徒歩で行われる地区とは、生活関連施設が徒歩圏内に集

積している地区としており、その「徒歩圏内」の考え方の目安として、面積約 400ha

未満の地区としている。 

〇なお、旅客施設を含まない移動等円滑化促進地区の設定も可能である。 

 

②生活関連施設及び生活関連経路についてバリアフリー化の促進が特に必要な地区 

〇移動等円滑化促進地区は、その趣旨から、バリアフリー化を促進すべき地区であること

が求められる。 

〇基本方針では、高齢者、障がい者等の移動や施設利用の状況、土地利用や諸機能の集積

の状況や、これらの将来の方向性の観点から総合的に判断し、一体的なバリアフリー化

の促進が特に必要な地区であることを求めている。 

 

③バリアフリー化を促進することが、総合的な都市機能の増進を図る上で有効かつ適切な地区 

〇都市機能としては、高齢者、障がい者等に交流と社会参加の機会を提供する機能、消費

生活の場を提供する機能、勤労の場を提供する機能等があげられる。 

〇地区におけるバリアフリー化の促進が、このような様々な都市機能の増進を図る上で有

効かつ適切であると認められる地区であることが求められる。 

 

④境界の設定等 

〇移動等円滑化促進地区の境界は、町界・字界、道路、河川、鉄道等の施設、都市計画道

路等によって明確に表示して定めることが必要である。 

〇なお、移動等円滑化促進地区の区域が市町村界を越える場合は、隣接市町村と連携して

マスタープランを作成する必要がある。 
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（２）移動等円滑化促進地区の設定に係る基本的な考え 

地域特性等や国・上位計画等の考えを踏まえると、三沢市街地・三沢駅・三沢空港を中心

として移動等円滑化促進地区を設定することが望ましいものと考えられます。 

一方、三沢駅・三沢空港の周辺には目的地となる施設等が少なく、徒歩による移動等の頻

度が低いなどバリアフリー化を一体的に促進する必要性が低いものと考えられます。 

なお、三沢市街地と三沢駅・三沢空港間については、路線バス・コミュニティバスが運行

しており、拠点間のアクセス手段が確保されている状況にあります。 

以上のことから、主要な施設等が立地する三沢市街地を移動等円滑化促進地区に設定する

とともに、主要な旅客施設である三沢駅・三沢空港については生活関連施設として設定し、

公共交通ネットワークによる連携を図ることとします。 

 

 
図 移動等円滑化促進地区の設定に係る基本的な考え  

᷂ ʺ ⁸ ᷂ ʢ ⁸ ᷂ ʺ

ὖ ⁸ ֥ ʢ ʢ қ

ʴⱲ ӓ ᶫ

地域特性・市民意向

〇三沢市街地は市民の生活の中心となる

地域

〇市役所周辺・交通拠点においてバリア

フリーの重要性が高いと認識

国の考え、上位関連計画の考え

〇旅客施設や公共交通、建築物などの移

動等円滑化の推進が必要

〇公共交通の取り組みとの整合を図る上

で、三沢市役所・三沢駅・三沢空港の

3拠点は重要な施設

三沢駅・三沢空港周辺の面的なバリ

アフリー化の必要性

〇三沢駅・三沢空港周辺は市民の目

的地となる施設等が少なく、徒歩

移動の頻度が低いため、面的なバ

リアフリー化の必要性が低い

公共交通の運行状況

〇三沢駅・三沢駅には三沢市街地か

ら路線バス・コミュニティバスが

運行しており、公共交通によるア

クセス手段が確保されている

〔移動等円滑化促進地区の設定に係る基本的な考え〕

〇三沢市の中心であり市民の目的地となる都市機能等が多く立地する「三沢市役

所周辺」において移動等円滑化促進地区を設定。

〇市民の徒歩で移動が可能な範囲を考慮し、市の中心的な拠点である市役所から概ね

半径500ｍの範囲を基本とする。

〇三沢駅・三沢市役所については当範囲に含まれないものの、市の主要な旅客施設で

あることから、公共交通ネットワークによる移動等を考慮して生活関連施設に設定

し、一体的なバリアフリー化を推進する。

ʢ ⁸ ᷂ Ҳ Л ӓ͝ ᷂Ӣ ὑ

ʢ ʢ ʢ ⁸ ᷂ ЏВ˧ ͝
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２．生活関連施設・生活関連経路の設定 

（１）生活関連施設の設定 

１）生活関連施設の選定基準 

基本的な考えに示したとおり、当該地区は三沢市街地において設定することとし、市役

所からの徒歩圏域（500ｍ程度）を基本として境界を設定することを考えます。 

なお、バリアフリー法において生活関連施設とは、高齢者・障がい者等が日常生活にお

いて利用する旅客施設、官公庁施設、福祉施設、その他の施設等と規定されており、常に

不特定多数が利用する施設等が対象となります。 

市民アンケート調査結果から得られた日常的な移動実態なども勘案しつつ、生活関連施

設の対象として以下の施設分類を対象とすることとし、また、市役所を中心として 500ｍ

圏域に含まれていることや施設規模等も踏まえて対象となる施設を選定します。 

また、基本的な考えに示したとおり、三沢駅・三沢空港についても生活関連施設として

設定することとしますが、当該施設に隣接する施設等も含めて生活関連施設に設定するこ

とにより、利用者の更なる利便性の向上を図ります。 

 

〔生活関連施設の設定の基本的な基準〕 

【三沢市街地】 

〇三沢市役所から半径 500ｍ（徒歩圏域）に含まれる施設 

〇常に多数の人が利用する施設、高齢者・障がい者等が常時利用する施設 

施設分類：公共施設、文化施設、福祉施設、商業施設、医療施設、路外駐車場 

【三沢駅・三沢空港】 

〇三沢駅・三沢空港及び駅舎・ターミナルに隣接する施設 

 

表 生活関連施設の選定基準 

施設分類 選定基準 

公共施設 
〇日常生活において利用される可能性が高い施設を対象とする。 

（消防署・警察署などは対象外） 

旅客施設 
〇建築物として立地する旅客施設を対象とする。（バス停は対象外） 

〇駅舎・ターミナルに近接する施設等についても対象とする。 

文化施設 〇行政及び特定法人等が運営する施設を対象とする。 

福祉施設 〇行政及び特定法人等が運営する施設を対象とする。 

商業施設 
〇市民の外出の目的地として上位 10 位に含まれる施設とする。（ア

ンケート調査結果より） 

医療施設 
〇市民の外出の目的地として上位 10 位に含まれる施設とする。（ア

ンケート調査結果より） 

路外駐車場 〇福祉車両専用駐車場が設置されている駐車場とする。 
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２）生活関連施設の選定基準 

前項の選定基準に基づき選定された生活関連施設を下表に示します。 

 

表 生活関連施設一覧 

施設分類 選定基準 

公共施設 
三沢市役所、三沢市保健相談センター、三沢公共職業安定所、三

沢市上下水道庁舎 

旅客施設 三沢駅、みーくる、三沢空港（第1駐車場、第2駐車場含む） 

文化施設 三沢市立図書館、三沢市公会堂 

福祉施設 

三沢キッズセンターそらいえ、三沢市保健相談センター、総合社

会福祉センター（いきいきデイセンター、あおぞら児童センター）、

中央社会福祉センター、三沢市中央保育所 

商業施設 スカイプラザ三沢 

医療施設 ※該当なし 

路外駐車場 市営駐車場（幸町駐車場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 生活関連施設 
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（２）生活関連経路の設定 

バリアフリー法において、生活関連経路は生活関連施設間を徒歩で移動する経路として

規定されます。 

なお、高齢者や障がい者等が徒歩で安全・安心に移動できることを念頭にする場合、経

路上には歩道が設置されていることが望ましいと考えられるため、歩道が設置される道路

を優先的に生活関連経路に設定します。 

ただし、歩道が設置されていない道路においても、市民アンケート調査やまちあるき調

査などにより把握している市民の移動実態等を踏まえて生活関連経路に設定するほか、施

設へのアクセス路となる道路においても同様に生活関連経路に設定します。 

なお、三沢駅周辺及び三沢空港周辺については、施設間の移動（駅舎～みーくる間、タ

ーミナル～駐車場間など）が想定されることから、施設間の経路についても生活関連道路

として設定します。 

以上を踏まえて、設定した生活関連経路については下図のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 生活関連経路 
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３．移動等円滑化促進地区の設定 

移動等円滑化促進地区の設定要件に示されているとおり、地区の境界については町界・字

界、道路、河川、鉄道等の施設などの地形・地物や、都市計画道路等の将来的な道路整備の

可能性などを考慮して設定することとされています。 

三沢市街地においてはこれまで都市計画マスタープランや中心市街地活性化基本計画など

に基づき各種取組を実施してきており、今後も計画的にまちづくりが行われるエリアである

など、当該地区の設定にあたってはこうしたまちづくりの考えとも連携を図ることが必要で

す。 

中心市街地活性化基本計画の中では中心市街地の具体的な区域を設定しており、当該計画

の計画期間は終了しているものの、都市計画マスタープラン等において引き続きまちづくり

を推進することが考えられます。 

以上のことから、前項までに整理した生活関連施設及び生活関連経路の設定を踏まえると

ともに、中心市街地活性化基本計画において定める中心市街地の設定範囲を勘案し、移動等

円滑化促進地区の具体的な範囲を設定します。（下図参照） 

具体的な移動等円滑化促進地区の設定範囲については次頁に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 中心市街地の区域（中心市街地活性化基本計画） 
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図 移動等円滑化促進地区の設定 
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三 沢 駅 の 正 面
口・東口の駅前広
場も含めた範囲 
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第４章 バリアフリーマスタープランの推進 
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１．届出制度について 

マスタープランが策定・公表された後、「旅客施設及び旅客施設に面する道路※」におい

て改良等を行う場合には、制度に基づき当該行為に着手する 30 日前までに市へ届け出す

ることが義務付けられます。 

なお、三沢市においては、移動等円滑化促進地区の設定範囲を主に三沢市街地を位置づ

けており、当該エリアにおける移動等の円滑化を促進するため、届出の対象となる施設と

して「旅客施設以外の生活関連施設も含める」こととします。 

対象となる施設・道路等については以下のとおりです。 

※道路は生活関連経路である道路法による道路 

表 届出制度の概要 

項目 内容 

対象となる施設 生活関連施設及び生活関連施設に面する道路 

対象となる範囲 

【生活関連旅客施設】 

〇他の生活関連施設との出入口 

〇生活関連経路を構成する道路法による道路又は三沢市が指定す

る一般交通用施設との出入口 

〇バリアフリールートの出入口 

【道路】 

〇生活関連旅客施設の出入口又は三沢市が指定する生活関連経路

を構成する一般交通用施設 

届け出の期限 改良等の行為に着手する 30日前まで 

届け出の窓口 三沢市 政策部 政策調整課 

 

 

図 届出対象のイメージ 
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２．バリアフリー化に係る情報の収集・提供について 

バリアフリー法では、市がバリアフリーマップの作成をマスタープランに明記した場合、

各施設の管理者等は市の要求に応じて、バリアフリーの状況について情報提供することが

規定されています。（旅客施設及び道路においては義務、建築物・路外駐車場については努

力義務） 

バリアフリー化に関する基本的な方針に示したとおり、マスタープランに基づきバリア

フリーマップを作成することを予定するため、各施設の管理者等は市の要求に応じてバリ

アフリーの状況について情報を提供することが必要となります。 

 

３．バリアフリーマスタープランの管理・推進体制 

（１）関係主体の基本的な役割 

マスタープランの推進にあたっては、行政・事業者・市民等がそれぞれの役割を担うと

ともに、相互に連携・協働し合って推進することとします。 

 

表 各主体の役割 

区分 役割 

三沢市 

〇マスタープランの管理・進行等の役割を担い、各種取り組みの

進捗管理・評価・見直し等を行う。 

〇関係する担当課の間においては横断的に情報共有を図り、一体

的な取り組みの推進を図る。 

〇一体的なバリアフリー化の促進に向けて、道路管理者や施設管

理者等に対して、施設の更新・新設等のタイミングでバリアフ

リー化を進めるように働きかけを行う。 

事業者 

（交通事業者・施設

管理者等） 

〇マスタープランに示す内容に基づき、市とも連携を図りながら

着実に取り組みを推進する。 

〇また、市の要望に応じて可能な範囲での情報提供・共有を図る。 

市民等 

〇道路や施設等を利用する立場から、バリアフリー化に向けて改

善が必要な点の発案などを行う。 

〇心のバリアフリーにおいては、三沢市や事業者とも連携しなが

ら、市民全体の意識醸成に向けた取り組みの推進を図る。 

 

（２）管理・推進体制 

市民代表や有識者、国・県、交通事業者、関係団体等からなる「三沢市移動等円滑化促

進協議会」による管理のもと、マスタープランの推進及び事業の進捗状況の確認などを行

い、マスタープランの着実な実行を進めます。 

また、マスタープランについては概ね 5 年ごとに見直すこととし、事業の実施状況など

について効果検証等を行うとともに、地域状況・社会情勢等の変化等の分析等を行い、マ

スタープランの更新を行うこととします。 

 


